
36投資誘致対象事業

 

・	済州先端科学技術団地1団地と連携し、IT・BT・CT・ET等先端産業

需要に合致する産業団地造成により済州地域先端産業競争力強化

・	済州市月坪洞一帯

 

・	848千m2(26万坪)

・	2,741億ウォン

・	国家産業団地/公営開発方式

・	IT	·	BT	·	ET企業、公共·民間研究所など

・	2010年に造成され、現在運営中の済州先端科学技術団地(カカオ

など入居)の東側に隣接

・	半径10km以内に済州道庁、市庁、済州空港、済州港などが位置

・	事業対象地周辺の高等教育機関などを通じた人材及び産業連携性

が高い

目的

位置

面積

事業費

指定/開発方式

誘致業種

立地環境

済州先端科学技術団地第2団地

済州先端科学技術団地第2団地



投資誘致対象事業 37

推進経過

済州先端科学技術団地第2団地

2011

2023

2011. 12

2016. 12

2019. 05

2019. 06

2021

2023

JDC施行計画('12～'21)承認

国家産業団地指定(開発計画)及び告示(国土交通部)

国家産業団地開発実施計画承認申請(済州特別自治道)

鑑定評価完了及び土地等損失補償着手

敷地造成工事着工(予定)

敷地造成工事竣工及び入居(予定)



済州先端科学技術団地
第2団地
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40投資誘致対象事業

E-valleyE-valley
電気自動車中心電気自動車中心

済州先端科学技術団地
第2団地
・	IT	·	BT	·	ET	産業、研究開発遂行企業のための最適な立地計画土地利用計画図

済州先端科学技術団地第2団地
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主な招致業種(計画)

適用可能インセンティブ 

住宅用地

6.7 %
56,826m2

産業施設用地

47.7 %
404,335m2

複合用地

6.2 %
52,290m2

公共施設用地

36.0 %
305,596m2

20.99% 20.8% 38.3% 20%

R	&	D

84,638m2

BT

154,844m2

CT	·	ET

84,089m2

IT

80,764m2

支援施設用地

3.4 %
29,116m2

済州先端科学技術団地第2団地

・	企業移転インセンティブ(p.16～18参考)


